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命     令     書 

 

                        大阪市中央区 

              申 立 人        Ｅ 

                          代表者 執行委員長   Ｘ１ 

 

                        大分県大分市 

              申 立 人    Ｘ２ 

 

                        堺市南区 

              申 立 人    Ｘ３ 

 

                        大阪府南河内郡河南町 

              申 立 人    Ｘ４ 

 

                        大阪市中央区 

             被申立人      Ｆ 

                          代表者 代表取締役    Ｙ１ 

 

                        大阪市北区 

             被申立人       Ｆ     大阪支店 

                          代表者 取締役大阪支店長    Ｙ２ 

 

  上記当事者間の平成17年(不)第50号事件について、当委員会は、平成19年２月７日の公

益委員会議において、会長公益委員若林正伸、公益委員髙階叙男、同片山久江、同中川修、

同西村捷三、同前川宗夫、同松尾精彦、同八百康子、同山下眞弘及び同米澤広一が合議を

行った結果、次のとおり命令する。 

 

主                  文 

１ 被申立人     Ｆ     大阪支店に対する申立ては、却下する。 

２ 被申立人     Ｆ     に対する申立ては、いずれも棄却する。 
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事 実 及 び 理 由 

第１  請求する救済内容の要旨 

１ 平成16年度年末特別手当及び同17年度夏期特別手当に係る組合員に対する評価の変

更及びバック・ペイ 

２ 誠実団体交渉応諾 

３ ポスト・ノーティス 

第２ 事案の概要 

１ 申立ての概要 

本件は､被申立人     Ｆ     及び同大阪支店が、     Ｆ      

による構造改革やリストラの強行に反対の方針を掲げた申立人組合     Ｅ 

      の組合員である Ｘ２ 、 Ｘ３ 及び Ｘ４ に対し、平成16年度年

末特別手当及び同17年度夏期特別手当に係る評価を合理的理由もなく低く査定し、そ

の支給額を減額したこと及び申立人組合が団体交渉で当該査定の資料を要求したが、

被申立人が誠実に対応しなかったことが不当労働行為であるとして申し立てられた事

案である。 

２ 前提事実（証拠により容易に認定できる事実を含む。） 

（１）当事者等 

ア      Ｆ     （以下「会社」という。）は、昭和60年４月に 

 Ｇ１  （以下「 Ｇ１ 」という。）をその前身として発足した    Ｇ２ 

    （以下「 Ｇ２ 」という。）が、平成11年７月１日に施行された「 

   Ｇ２   等に関する法律」に基づき再編成されてできた会社であり、肩書

地に本社を置き、その従業員数は、本件審問終結時約5,900名である。 

イ      Ｆ     大阪支店（以下「会社大阪支店」という。）は、肩書地

に事務所を置き、会社が西日本地域に33か所設けている支店の一つである。 

ウ 会社は、西日本地域における地域通信業務を営み、電話、電報及びインターネ

ット等の各サービスを提供するほか、電話機などの販売、電気通信コンサルティ

ング及び研修・セミナー等の附帯事業を行っている。 

  なお、 Ｇ２ は、会社以外に、純粋持株会社となった    Ｇ２     

 （以下「   Ｇ２   」という。）、会社と同じく地域通信事業を営む 

     Ｇ３  (以下「  Ｇ３  」という。)、長距離及び国際通信事業を営

む           Ｇ４           に再編成された。また、 

   Ｇ２  は、このほか       Ｇ６       、 

   Ｇ７     などの関連子会社を有している。 

  （乙１、乙２） 

- 2 - 



エ       Ｅ       （以下「組合」という。）は、昭和60年に設立さ

れ、肩書地に事務所を置き、その組合員数は本件審問終結時約50名である。 

会社には、本件審問終結時、組合のほかに、   Ｈ   （以下「 Ｈ 

」という。）、    Ｊ    等の労働組合がある。 

なお、  Ｈ  は、本件審問終結時、会社従業員約5,900名のうち約99％を組

合員としている。 

オ 本件審問終結時において、申立人 Ｘ３ 組合員（以下「Ｘ３組合員」という。）、

同 Ｘ４ 組合員（以下「Ｘ４組合員」という。）及び同 Ｘ２ 組合員（以下、

組合加入前も含めて「Ｘ２組合員」といい、これら３名を併せて「申立人組合員

ら」という。また、以下、組合及び申立人組合員らをまとめて「申立人ら」とい

う。）は、いずれも組合の組合員である。 

カ Ｘ３組合員は、昭和42年４月１日、 Ｇ１ に入社し、尾崎電報電話局配達係

に配属された。その後、堺電報電話局通信部線路宅内課の工事係に配置転換(以下 

「配転」という。)され、以来電話工事関係業務に携わり、昭和60年４月、 Ｇ１ 

  が民営化された時、線路設備の設計部門に配転され、その後設備管理、所外設

備管理、線番選定等の担当を経て、平成14年５月から会社大阪支店ソリューショ

ン営業本部大阪南ソリューション営業部第９営業担当に配転されている。なお、

同組合員は、昭和60年12月８日に組合に加入した。 

  （乙41、申立人側平成18年10月３日付け求釈明回答） 

キ Ｘ４組合員は、昭和41年４月１日、 Ｇ１ に入社し、大阪難波地区管理部機

械保全課勤務と泉尾電報電話局機械課勤務を５か月間兼務した後、同年９月１日、

泉尾電報電話局機械課に正式配属となった。平成元年11月20日、新町支店お客様

サービス部交換サービス課に配転され、同８年２月５日には、なにわ支店お客様

サービス部新町お客様サービスセンタ新町交換サービス担当となった。その後同

９年８月１日、           Ｇ８             関西大阪

南支店なにわ営業所カスタマ担当に出向となり、同11年２月１日には同社大阪支

店営業部大阪南営業所なにわカスタマ担当に、同13年12月25日には  

        Ｇ９     大阪支店営業部カスタマサポート営業部カスタマ担

当に、さらに、同14年５月１日、会社大阪支店ソリューション営業本部大阪南ソ

リューション営業部第７営業担当に配転された。なお、同組合員は、同13年７月

５日に組合に加入した。 

  （申立人側平成18年10月３日付け求釈明回答） 

ク Ｘ２組合員は、昭和48年４月１日、 Ｇ１ に入社し、福岡県田主丸電報電話

局業務課に配属され、福岡県内で主に電話料金・加入事務を担当してきた。平成
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10年４月、大分支店に配転され、同14年３月31日まで大分支店企画部企画担当と

して販売企画の業務を行い、その後同年４月１日から同月30日まで、大阪支店総

務部兼務として、西日本研修センターで研修を受け、同年５月１日から同月13日

まで大阪支店企画担当として新任地へ転勤のための準備を行った後、同年５月13

日、大阪支店ソリューション営業本部大阪南ソリューション営業部第９営業担当

として、ネットワーク商品の販売を行った。同15年１月からは大分支店第１営業

担当に配転されている。なお、同組合員は、同17年２月18日に組合に加入したが、

加入以前は  Ｈ  の組合員であった。 

  （甲52、乙44、申立人側平成18年10月３日付け求釈明回答） 

（２）会社の合理化計画及び組合員の対応  

ア 平成13年４月、  Ｇ２  は、「 Ｋ グループ３ヵ年経営計画（2001～2003

年度）」（以下「３か年経営計画」という。）を発表した。同計画の内容は、会社及

び  Ｇ３  の本体機能を、企画、戦略、設備構築、管理、サービス開発、法

人営業などに特化させ、注文業務、設備保守、運営、故障修理などの業務につい

ては地域単位の子会社（以下、地域単位の子会社を「ＯＳ会社」という。）などへ

アウトソーシングすること、退職・再雇用などにより雇用形態及び処遇の多様化

などに取り組み人的コストの低減を図ること、及び会社及び  Ｇ３  からグ

ループ各社への人員再配置をさらに拡大することなどであった。 

また同月、会社は従業員に対し、人事給与の見直しについて周知を図るため、

「新たな事業展開にふさわしい人事・給与制度について」という冊子を作成し公

表した。 

（乙３、当事者 Ｘ１ 、証人 Ｙ３ ） 

イ 平成13年12月14日、会社は「雇用形態・処遇体系の多様化に伴う意向確認の実

施について」と題する通達文書を発した。同文書は、３か年経営計画に沿って、

従業員に対し雇用形態選択の意向確認をするものであり、同14年１月17日までに

「意向確認調書」を、同月31日までに「雇用形態選択通知書」を提出するよう求

める旨の内容が記載されていた。 

また、意向確認の対象者は、51歳以上の従業員及び50歳以下であって地域会社

への退職・再雇用を希望する従業員であり、意向確認の内容は、次の３つの雇用

形態から一つを選択するものであった。 

なお、同文書には、「『意向確認調書』を提出しない社員、及び『意向確認調書』

を提出するが雇用形態を選択しない社員については、『60歳満了型』の意向がある

ものとみなす。」との記載があった。 

（ア）繰延型 
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   51歳以上の従業員が平成14年４月30日に会社を退職し、同年５月１日に地域

会社に再雇用され、60歳まで勤務した後、61歳以降は現行のキャリアスタッフ

と同様の枠組みで、契約社員として地域会社に再雇用され、最長65歳までの雇

用を実現する形態。 

勤務地が府・県内に限定的となる一方で、月例給与が20％から30％低下する

が、激変緩和措置として契約社員期間において給与加算が行われ、雇用保険な

ど公的給付や企業年金の受給の組合せにより、61歳以降の充実した生活設計に

資するものとされる。 

（イ）一時金型 

   雇用の形態としては繰延型と同様であるが、月例給与が20％から30％低下す

ることに対する激変緩和措置については、平成14年４月30日の会社退職時に一

時金として受給する形態とし、生活設計の多様化に応えるものとされる。 

（ウ）60歳満了型 

会社の本社・支店において、企画・戦略、設備構築、サービス開発、法人営

業等の業務に従事し、又は地域会社以外のグループ会社へ出向し、社員就業規

則第73条に基づき、60歳まで勤務する形態。 

社員就業規則第60条（転用、配置換等）又は第61条（出向）に基づき、市場

性の高いエリア等を中心として勤務地を問わず、成果業績に応じて高い収入を

得る機会を追求する意欲をもった従業員に応えるものとされる。 

（甲４、甲16、甲58、乙45、当事者 Ｘ１ ） 

ウ 平成14年１月９日、会社は組合に対し、「構造改革関連課題に対する会社見解」

と題する書面を提出し、「意向確認期限においてもなお、いずれの雇用形態を選択

されない方等については、『雇用形態・処遇体系の多様化に伴う意向確認等につい

て』（平成13年12月７日）にて明らかにしたとおり、『満了型』を選択したものと

みなします」との見解を示した。 

  また、組合は３つの雇用形態の選択に反対し、「第四の選択肢」としていずれも

選択しないという組合方針を決定した。 

  （甲７、甲53、甲54、当事者 Ｘ１ 、申立人側平成18年３月24日付け求釈明

回答） 

エ Ｘ２組合員は、「60歳満了型」を選択の上、「雇用形態選択通知書」を提出した。 

 Ｘ３組合員及びＸ４組合員は、前記３つの雇用形態のいずれも選択せず、「意向

確認調書」及び「雇用形態選択通知書」を提出しなかった。 

  （乙44、申立人側平成18年３月24日付け求釈明回答） 

（３）会社における人事評価制度 
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ア  Ｇ１ 時代、会社は人事・給与制度として、「職務分類制度」を採用していた

が、民営化後の昭和62年10月に導入した「職能資格制度」により、従業員の能力

に着目して処遇する考え方を導入した。その後、平成13年４月１日からは、現行

の「社員資格制度」が導入され、給与についても成果・業績を重視した制度とな

った。 

    （乙20、証人 Ｙ３ ） 

イ 社員資格制度における従業員評価制度では、従業員に対する評価方法には、「業

績評価」及び「総合評価」がある。 

業績評価の結果は、夏期特別手当及び年末特別手当に反映され、総合評価の結

果は格付と月例給等に反映される。６月支給の夏期特別手当は支給月前年の10月

から当年３月までの業績評価を反映し、12月の年末特別手当は当年４月から９月

の業績評価を反映している。 

  （乙20、乙47、証人 Ｙ３ ） 

ウ 平成16年12月５日に支給された平成16年度年末特別手当について、Ｘ３組合員

及びＸ４組合員はＤ評価を受け、成果部分に該当する金額がゼロであった。 

  平成17年６月25日に支給された平成17年度夏期特別手当について、Ｘ４組合員

及びＸ２組合員はＤ評価を受け、成果部分に該当する金額がゼロであった。 

（乙50、乙51、乙52） 

（４）本件申立てに係る団体交渉 

組合と会社との間で、平成16年度年末特別手当及び同17年度夏期特別手当に関し

て、次のアからエのとおり、４回の団体交渉（以下「団交」という。）が開催された。 

ア 平成16年12月７日第１回団交（以下「16.12.7団交」という。） 

イ 平成17年１月13日第２回団交（以下「17.1.13団交」という。） 

ウ 平成17年２月15日第３回団交（以下「17.2.15団交」という。） 

エ 平成17年６月20日第４回団交（以下「17.6.20団交」という。） 

（甲50、申立人側平成18年３月24日付け求釈明回答、被申立人側平成18年３月24 

日付け求釈明回答） 

第３ 争    点 

１ 会社大阪支店に被申立人適格はあるか。 

（申立人の主張） 

本件差別評価は、大阪支店長の権限で行われたもので会社の権限外事項であるから、

被申立人に大阪支店を加える必要がある。会社及び会社大阪支店は、組合員の労働組

合法上の使用者である。 

（被申立人の主張） 
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会社大阪支店は、会社を構成する内部の一組織に過ぎず、会社と別個独立の法人格

を有するわけではない。したがって、かかる法人の一組織を相手とする申立ては不適

格であるから、大阪支店に対する申立てについては、速やかに却下されるべきである。 

２ 申立人組合員らの業績評価は組合員であるが故の不利益取扱いであるとともに支配

介入に該当するといえるか。 

（申立人の主張） 

（１）組合は、会社の構造改革やリストラ計画の流れの中で、会社から選択するよう提

示された、「繰延型」、「一時金型」及び「60歳満了型」の３つの雇用形態について、

一方的に選択を迫られる根拠はないと考え、組合方針として選択の強要に反対して

いた。Ｘ３組合員及びＸ４組合員は組合における協議検討に積極的に参加し、自ら

の意見として「いずれも選択しない」という意思を表明した。また、Ｘ２組合員は、

直属課長に強要されて「60歳満了型」を選択した。 

（２）会社は、Ｘ３組合員及びＸ４組合員を「60歳満了型」を選択したものとして一方

的に扱い、Ｘ３組合員は大阪支店ソリューション営業本部大阪南ソリューション営

業部第９営業担当に、Ｘ４組合員は大阪支店ソリューション営業本部大阪南ソリュ

ーション営業部第７営業担当に配属した。また、会社はＸ２組合員を大分支店企画

部から大阪支店ソリューション営業本部大阪南ソリューション営業部第９営業担当

に配転した。Ｘ３組合員及びＸ４組合員は共に、入社以来もっぱら電報に関する業

務、電話交換機の保守業務・宅内工事業務等に従事しており、ソリューション営業

とは関係がなかった。また、Ｘ２組合員については、以前から営業及び営業企画業

務に従事していたが、大分から大阪への全国配転を強行してきたのである。 

   しかしながら申立人らは、こうした措置を受けながらも、会社から指示されたと

おりに研修を受け、担当を命じられた業務に従事してきた。 

（３）特別手当総額の25％に当たる成果部分に対する査定については、平成14年度年末

特別手当に係る団交において、会社は「普通に仕事をしていたらＣ、実行上Ｄはな

い」と発言し、申立人組合員らはいずれもまじめに仕事に取り組んできたにもかか

わらず、低評価を受けた。同16年度年末特別手当についてはＸ３組合員及びＸ４組

合員が、また同17年度夏期特別手当についてはＸ４組合員及びＸ２組合員が、５段

階中最下位のＤ評価を受け、成果部分はゼロであった。 

（４）Ｘ３組合員には持病があり、外販活動が不可能であったので、平成14年度の団交

において組合は、同組合員は内勤作業を行うことを確認した。したがって、同組合

員は外販活動を行わなくてもよかったが、他の同僚に同行し少しでも外販の実績を

あげようとしていた。労使間の確認があるにもかかわらず、可能な限り外販活動に

従事した同組合員の活動は、普通以上と評価されこそすれ、普通に満たないと評価
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されることはない。 

（５）Ｘ４組合員は、業務指示に従い、普通に業務に従事していた。ただし、同組合員

は、平成14年１月から医師の健康管理指示書により、日勤服務で、通院は２週間に

１回と指示されており、外勤は困難な状態であった。特に自動車に同乗することは

可能であるが、自分で運転することは困難であった。このため、運転する同行者が

いなくなると外販活動が不可能となり、そのため受注件数が減少することになった。

同組合員のこのような状態に対して直属上長から適切な指示はなく、同組合員の業

績評価がＤとされる特段の合理的理由はない。 

（６）Ｘ２組合員は、業務指示を拒否することもなく普通に業務に従事していた。同組

合員は、もともと営業及び営業企画の業務で実績をあげており、営業能力には何ら

問題がなく、適切な業務指示があれば、量的側面においてはＣ評価以上の成績にな

っていたはずである。そうならなかったのは、会社が適切な指示をしなかったから

であり、その結果をＤ評価として同組合員の責任に帰すことは許されない。 

（７）以上のとおり、申立人組合員らのＤ評価は、組合員であることによる不利益取扱

いであり、かつ、会社の構造改革やリストラ計画の流れの中で、会社の強要する「３

つの雇用形態の選択」の方針に逆らったことの見せしめ又は報復であり組合への支

配介入に当たり、何ら公平で合理的な評価ではない。 

（被申立人の主張） 

（１）会社は、昭和60年の民営化により競争原理が導入されたことによって、職能資格

制度を導入し、 Ｋ 再編を経た現在、成果・業績重視の給与制度へと変化してき

たところである。このことは単なる時代の流れだけでなく、会社をとりまく経営環

境の変化と経営状況からいっても、ごく自然な流れである。また、社員資格制度の

導入に当たり、社員にパンフレット及び解説書を配付し、社内のホームページに掲

出することで、制度の仕組みを社員に周知することに努めた。 

（２）申立人組合員らに対する低評価の原因は、雇用形態選択を拒否したという背景事

情とは無関係であり、また、みせしめでも報復でもなく、ひとえに申立人組合員ら

の業績を、量的側面、質的側面及び価値創造の側面を総合的に勘案し、適正に評価

した結果に尽きる。なお、Ｄ評価を受けた者の割合は、会社全体で概ね２％から３％

であり、大阪支店においてもほぼ同様の割合である。また、団交においても、会社

は、「会社が期待し要求する程度を下回ればＤ評価となる」と述べている。 

（３）Ｘ３組合員及びＸ４組合員が所属する大阪支店ソリューション営業本部では、営

業担当者の評価項目に関し、評価者会議を行った結果、量的側面については、受注

額（商品・サービスの売上換算額）を基準とすること、Ｄ評価の基準額については、

平成16年度上期では月額平均受注額で45,000円、同年度下期では月額平均受注額で
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42,000円とすることで統一した。 

質的側面及び価値創造の側面については、すべての営業担当者に妥当する統一的

基準を設けることが困難なことから、制度上の考え方に沿って総合的に判断すると

いう意識合わせを行った。 

（４）Ｘ３組合員及びＸ４組合員の量的側面については、平成16年度上期においては、

Ｘ３組合員の月額平均受注額は41,471円（営業担当者424名中417位）、Ｘ４組合員の

月額平均受注額は5,763円（営業担当者424名中423位）であり、また、同年度下期に

おいては、Ｘ４組合員の月額平均受注額は1,681円（営業担当者420名中418位）であ

り、いずれも最下位に近い順位であった。 

   これらＸ３組合員及びＸ４組合員の月額平均受注額は、いずれもＤ評価の基準額

を下回っており、量的側面として極めて低調な成果であった。 

たとえば、Ｘ３組合員の同年度上期の月額平均受注額（41,471円）は、評価当時、

会社が重点的に販売に取り組んでいたブロードバンド商品であるＢフレッツの受注

に換算して２回線をようやく超える程度で、低調な成果である。また、Ｘ３組合員

及びＸ４組合員の所属する大阪支店ソリューション営業本部の営業担当の月額平均

受注額は、同年度上期で約73,000円、同年度下期で約106,000円である。その中で、

同年度に職種転換したばかりの者だけをみても、同年度上期の月額平均受注額で約

68,000円、同年度下期で約78,000円であり、これと比較しても、極めて低調な成果

である。 

   質的側面については、両組合員にはクレームや事務処理ミスが多数発生した等の

事象こそ生じていないものの、これは両組合員の受注額が極端に少なく、これらを

判断するに至らしめる事象そのものがないということにすぎず、いずれにせよ両組

合員の業務遂行につき、質的側面において積極的に評価できる点はなかった。    

   価値創造の側面については、両組合員には他の社員の参考となるような優良販売

事例や、新たな販売手法の開発等があったか否か等を基準としたが、両組合員には

積極的に評価できる点はなかった。 

（５）Ｘ２組合員の勤務する大分支店においては、業績評価について量的側面、質的側

面及び価値創造の側面を総合的に勘案して行っており、評価に先立ち、評価者会議

を行い、営業担当者の量的側面については、システムやネットワーク商品の受注額

や、重点商品と位置づけていたＢフレッツ及びフレッツＡＤＳＬの販売額等を基準

とすること、質的側面については顧客からのクレームや事務処理の正確性等を、ま

た、価値創造の側面については他の社員の参考となるような優良販売事例や、新た

な販売手法の開発の有無等を基準とすることで意識合わせを行った。 

   同組合員の量的側面の成果は、システムやネットワーク商品の受注額はゼロであ
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り、また、Ｂフレッツ及びフレッツＡＤＳＬの販売額もゼロであったことから、量

的側面の成果は極めて低調であったといえる。 

   質的側面については、同組合員にはクレームや事務処理ミスが多発した事象こそ

生じていないものの、これは同組合員の受注額や販売額がゼロであることから、こ

れらを判断するに至らしめる事象そのものがないということにすぎず、いずれにせ

よ同組合員の業務遂行について質的側面において積極的に評価できる点はなかった。 

   価値創造の側面については、同組合員は、他の社員の参考となるような優良販売

事例や、新たな販売手法の開発等がなく、積極的に評価できる点はなかった。 

３ 団交における組合員の業績評価に関する資料の提示及び説明についての被申立人ら

の対応は、不誠実であるといえるか。 

（申立人の主張） 

（１）組合は、申立人らのＤ評価の撤回についての団交を苦情処理委員会として位置付

け、申立人組合員らのＤ評価に対する具体的な解明と救済の場とすることを求めた

が、会社は「組合との間に苦情処理委員会はないので団交で明らかにする」と発言

しながら、「職場の課長と評価について話し合ってくれ」と具体的内容を拒否した。 

また、組合は第一次評価者である課長との話合いについて、組合の役員の同席又

は録音を提案したが、会社はいずれも拒否した。 

（２）会社は形式的には数回の団交を開催しているが、人事評価が公平で合理的なもの

と判断できる資料の提示を拒否し、申立人組合員らの具体的な評価内容を明らかに

しなかったことは、不誠実である。 

（被申立人の主張） 

（１）会社は、自らの評価結果について疑問等がある社員は、まず直属上長と面談を行

ってもらい、直属上長は当該評価に至った理由を説明するとともに、評価期間中の

業績と反省点について社員と認識を合わせ、次回以降の業績向上とモチベーション

の維持に向けてフォローすることとしている。また、社員が直属上長の説明に納得

がいかない場合に備え、部門の総括課長や人事担当をさらに相談窓口として設けて

いる。 

   また、会社は、社員のプライバシーや人事秘・親展事項に関わる内容を公開の場

である団交で議論することは不適当であると考えていること、評価理由の詳細は職

場の方が熟知していること、会社としては直属上長と社員の面談の目的は単に評価

理由の開示だけではなく、今回の反省点を踏まえて次回以降の改善点を相談する場

でもあると考えていることなどから、個々人の評価結果理由については直属上長と

の面談を受けて、直接説明を受けてもらいたい旨、繰返し説得したが、申立人らは

直属上長との面談を拒否した。 
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（２） 会社は団交において、組合の求める分布率に関する資料は開示していないものの、

必要な説明を行っている。支店毎のＤ評価を受けた者の割合など、本来人事秘事項

であり説明する必要のないものについてまで説明している。したがって、団交にお

ける会社の対応が不誠実であるとする組合の主張は、当たらない。 

第４ 争点に対する判断  

１ 争点１（会社大阪支店に被申立人適格はあるか。）について 

  不当労働行為救済命令の名あて人とされる使用者は、特段の事情のない限り、法律

上独立した権利義務の帰属主体であることを要すると解すべきところ、前記第２．２

(１)ア認定のとおり、会社大阪支店は、会社の組織上の構成部分にすぎず、不当労働

行為救済命令の名あて人たる法律上独立した権利義務の帰属主体と認めることはでき

ない。したがって、会社大阪支店に対する申立ては、却下する。 

２ 争点２（申立人組合員らの業績評価は組合員であるが故の不利益取扱いであるとと

もに支配介入に該当するといえるか。）について 

（１）証拠及び審査の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

ア 査定及び評価システム 

（ア）会社は、 Ｇ１ 時代、長期にわたって「職務分類制度」を人事給与制度と

して採用していたが、昭和60年の民営化後、従業員の能力と業績を処遇に反映

させる「職能資格制度」を導入し、平成13年４月からは、従業員の成果・業績

をより重視し、賃金にも評価が反映される「社員資格制度」を導入することと

した。 

   平成13年４月ごろ、会社は、社員資格制度導入の背景及び制度の仕組みなど

について社員の理解を深めるために、「新たな事業展開にふさわしい人事・給与

制度について」と題する冊子を社員に配付した。なお、同冊子は、「成果・業績

重視の人事・給与制度の導入の背景」、社員資格制度の概要、社員資格基準、新

制度への移行時の扱いなどを記載した「人事制度の見直し」、給与制度見直しの

考え方、新給与体系の構成等を記載した「給与制度の見直し」、「短時間制特別

社員の扱い」の４項目により構成されていた。 

また、同時期、会社は、「社員用人事制度解説書（評価・目標設定）」と題す

る冊子を社員に配付した。同冊子には、「新人事制度の目指す方向性」、業績評

価基準の考え方等の「評価の基準」、評価段階をＡ、Ｂ、Ｃ及びＤの４段階とす

る等の「人事評価制度」、第一次評価及び第二次評価の手順等の「評価の進め方」

等が記載されていた。なお、同資料と同じ内容が、同時期、会社内のホームペ

ージにも掲出された。 

   （乙３、乙20、乙53、証人 Ｙ３ ） 
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（イ）会社の社員資格制度における従業員に対する評価方法には、「業績評価」及び

「総合評価」の２種類の評価がある。業績評価は、職務の遂行の結果である業

績を会社業績の向上に向けた貢献という観点から、半期毎の業績を評価するも

のとされている。総合評価は、社員のあげた業績という結果のみならず、その

プロセスにおける高い成果・業績達成につながる行動特性にも着目し、通年で

総合的に評価するものとされている。 

   業績評価は年２回実施され、夏期特別手当及び年末特別手当に反映される。

総合評価は、年１回実施され、昇格、月例給及び退職手当に反映される。 

業績評価及び総合評価は、一次評価者、二次評価者及び調整者による３段階

で行い、総合評価はＡ、Ｂ、Ｃ及びＤの４段階で、業績評価はＳＡ、Ａ、Ｂ、

Ｃ及びＤの５段階で評価される。ＳＡ評価は「期待し要求する程度を極めて著

しく上回る場合」、Ａ評価は「期待し要求する程度を著しく上回る場合」、Ｂ評

価は「期待し要求する程度を上回る場合」、Ｃ評価は「期待し要求する程度」、

Ｄ評価は「期待し要求する程度を下回る場合」、とそれぞれ位置づけられている。

なお、業績評価の評価段階は、平成16年度夏期特別手当に係る評価以降、上記

のとおり４段階から５段階に変更されたものであるが、その旨は平成16年３月

15日付けで改正された「夏期及び年末定期特別手当の支給方法の制定について」

と題する会社人事部長及び財務部長から社内一般長あての文書に記載されてい

る。 

   （乙３、乙20、乙47、乙53、証人 Ｙ３ ） 

（ウ）業績評価は、半期毎の職務遂行行動を通じて達成した仕事の結果、又はその

仕事の出来映えである業績に着目し、量的側面、質的側面及び価値創造の側面

の３項目から成り立つ業績評価基準に基づき、総合的に勘案して決定されてい

る。 

   量的側面とは、迅速性、効率性、販売量等の観点からみた会社業績の向上に

向けた貢献度のことを指し、金額、件数、数量等のように、いかに必要な業務

量を達成したか、迅速に処理し期日内に完了したか、等が該当するとされてい

る。 

   質的側面とは、品質、正確性、信頼性、効果等の観点からみた会社業績の向

上に向けた貢献度のことを指し、達成した業績の内容は正確で信頼できるもの

であったか、その内容は緻密であり十分な出来映えであったか、等が該当する

とされている。 

   価値創造の側面とは、市場優位性、競争力向上等の観点からみた、さらなる

会社業績の向上に向けた貢献度のことを指し、新しいビジネスモデルの創造、
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発明、新しい知識・技術・ノウハウの創造、組織の変革、将来の糧となる全く

未知の市場開拓、新しい売り方の開発等が該当するとされている。 

   なお、会社は、これら評価制度について、上記(ア)の「新たな事業展開にふ

さわしい人事・給与制度について」と題する冊子及び「社員用人事制度解説書

（評価・目標設定）」と題する冊子（以下、これらを「社員用説明冊子」という。）

に記載し、公表した。 

   （乙３、乙20、乙53、証人 Ｙ３ ） 

（エ）業績評価の決定方法は、社員の半期にあげた業績を、課長等の直属上長が上

記の３つの側面から評価し、一次評価段階での業績評価を決め、次に部長等の

上位職位の者が二次評価段階での業績評価を決め、最後に支店長等の調整者が

調整を行うというものである。その分布率はＳＡが５％以内、Ａが15％以内、

Ｂが30％以内、Ｄが10％以内で残りをＣ評価としている。 

   （乙20、証人 Ｙ３ ） 

（オ）従業員に対する夏期特別手当及び年末特別手当の支給額は、定率部分の金額

と業績評価反映部分の金額との合計である。定率部分の金額は、算定基準日に

おける従業員の資格賃金、年齢賃金、成果加算、扶養手当及び地域加算手当を

合計した基準内給与の額に一定の支給率を乗じ、さらに0.75を乗じて算定する

額である。一方、業績評価反映部分の金額は、従業員の業績評価の評価段階に

応じて会社が定めている資格等級別・評価段階別反映額表の額である。 

   （乙20、乙48、乙49、証人 Ｙ３ ） 

（カ）平成16年度年末特別手当及び同17年度夏期特別手当に係る上記(オ)の表の金

額は、特別手当総原資の25％に相当する部分を、各資格等級別に業績評価のＳ

Ａ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄを５対４対３対２対０の割合で配分した金額であり、個人

の評価結果に応じて支給される。 

   （乙20、乙48、乙49、証人 Ｙ３ ） 

（キ）評価制度導入に当たり、平成13年５月16日、組合と会社は団交を行った。ま

た、同年11月16日には「特別手当の見直しについて」という通知が会社から組

合に対して送付された。 

   （甲27、当事者 Ｘ１ ）  

イ 平成16年度の大阪支店ソリューション営業本部における業績評価の手順及び基

準 

（ア） 大阪支店ソリューション営業本部においては、大口ユーザを担当する者から

中小ユーザを担当する者まで営業範囲が異なる多数の社員が存在することから、

各部門の評価者によって評価の仕方や評価項目、基準等に差が生じないように、
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会社大阪支店では評価者会議を行った。 

評価者会議では、営業担当者の評価項目に関し、量的側面については、職務

の性質上、「受注額（商品・サービスの売上換算額）」を基準とすること、評価

段階のうちＤ評価の基準額については、平成16年度上期では月額平均受注額で

45,000円、同年度下期では月額平均受注額で42,000円とすることで統一した。

また、質的側面及び価値創造の側面については、すべての営業担当者に妥当す

る統一的基準を設けることが困難なことから、制度上の考え方に沿って総合的

に判断するという意識合わせを行った。 

なお、大阪支店ソリューション営業本部における営業担当者は、同年度上期

においては424名、同年度下期においては420名であった。 

（被申立人側平成18年３月24日付け求釈明回答）  

（イ）平成16年度の業績評価については、会社の全支店を通じて３％から５％の従

業員がＤ評価を受けた。 

   （証人 Ｙ３ ） 

ウ Ｘ３組合員及びＸ４組合員に対する業績評価 

（ア）平成16年度において、Ｘ３組合員及びＸ４組合員は、大阪支店ソリューショ

ン営業本部に所属し、中小企業、商店等に対するＢフレッツ及びフレッツＡＤ

ＳＬなどを中心とした通信サービスなどの導入提案・販売を行う業務に従事し

ていた。 

   （被申立人側平成18年３月24日付け求釈明回答） 

（イ）平成16年度上期におけるＸ３組合員の月額平均受注額は41,471円 (424名中

417位）、Ｘ４組合員の月額平均受注額は5,763円（424名中423位）であり、同年

度下期におけるＸ４組合員の月額平均受注額は1,681円（420名中418位）であっ

た。 

   （乙50、乙51、当事者 Ｘ１ 、被申立人側平成18年３月24日付け求釈明回

答） 

（ウ）Ｘ３組合員は、平成16年度年末特別手当における業績評価はＤであったが、

平成17年度夏期特別手当においてはＤ以外の業績評価であった。また、Ｘ４組

合員は、同16年度年末特別手当及び同17年度夏期特別手当における業績評価が、

それぞれＤであった。 

   （乙50、乙51） 

（エ）平成16年度上期において、大阪支店ソリューション営業本部でＤ評価を受け

た営業担当者は11名であり、Ｘ３組合員及びＸ４組合員を除く９名は、いずれ

も申立人組合の組合員ではなかった。また、両組合員を除く28名の組合員は、
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Ｄ評価以外の評価を受けた。なお、営業担当者424名中「60歳満了型」を選択し

た者及び選択したとみなされた者は118名であり、そのうち、Ｄ評価を受けたの

は９名であった。 

同年度下期においては、Ｄ評価を受けた営業担当者は10名であり、Ｘ４組合

員を除く９名は、いずれも申立人組合の組合員ではなかった。また、Ｘ４組合

員を除く29名の組合員は、Ｄ評価以外の評価を受けた。なお、営業担当者420

名中「60歳満了型」を選択した者及び選択したとみなされた者は106名であり、

そのうち、Ｄ評価を受けたのは８名であった。 

   （乙50、乙51、当事者 Ｘ１ 、申立人側平成18年10月３日付け求釈明回答、

被申立人側平成18年３月24日付け求釈明回答） 

エ 平成16年度の大分支店営業部における業績評価の手順及び基準 

大分支店において、業績評価については、量的側面、質的側面及び価値創造の

側面を総合的に勘案して行っており、評価に先立ち、評価者会議を行った。 

評価者会議では、営業担当者の評価項目に関し、量的側面については、システ

ムやネットワーク商品の受注額や、重点商品と位置づけていたＢフレッツ及びフ

レッツＡＤＳＬの販売額等を、質的側面については顧客からのクレームや事務処

理の正確性等を、また、価値創造の側面については他の社員の参考となるような

優良販売事例や、新たな販売手法の開発の有無等、を基準とすることで意識合わ

せが行われた。 

    （被申立人側平成18年３月24日付け求釈明回答） 

オ Ｘ２組合員に対する業績評価 

（ア）Ｘ２組合員は、大分支店第１営業担当に所属し、マイユーザ（担当する社員

を固定化して特定の社員が継続的に担当するものとされている顧客のこと）へ

のソリューション営業に加え、個人商店などを対象とするＢフレッツなどの販

売活動に従事していた。 

  （被申立人側平成18年３月24日付け求釈明回答） 

（イ）平成16年度下期におけるＸ２組合員の量的側面の成果は、システムやネット

ワーク商品の受注額がゼロであり、また、Ｂフレッツ及びフレッツＡＤＳＬの

販売額もゼロであった。これは、大分支店営業部の21名中最下位であった。 

   （乙52、被申立人側平成18年３月24日付け求釈明回答） 

（ウ）Ｘ２組合員は、平成17年度夏期特別手当における業績評価がＤであった。 

  （乙52） 

（エ）大分支店営業部においては、３名がＤ評価であったが、Ｘ２組合員以外の２

名は申立人組合の組合員ではなかった。２名のうち１名は同組合員同様、シス
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テムやネットワーク商品の受注額並びにＢフレッツ及びフレッツＡＤＳＬの販

売額がゼロであり、もう１名については、平成16年度下期６か月間における同

受注額が840,500円という、Ｘ２組合員及びほか１名の組合員の次に低い額であ

り、同販売額はゼロであった。また、大分支店営業部に所属する申立人組合の

組合員は、同組合員のみであった。 

   （乙52、当事者 Ｘ１ 、申立人側平成18年10月３日付け求釈明回答） 

（２）申立人組合員らの業績評価の妥当性について、以下判断する。 

ア Ｘ３組合員及びＸ４組合員に対する業績評価 

平成16年度上期においては、上記(１)イ(ア)及び(イ)並びにウ(ア)ないし(エ)

によれば、①業績評価のうち、量的側面については受注額を基準とし、Ｄ評価の

基準額については月額平均受注額で45,000円とするという意識合わせが評価者会

議において行われたこと、②営業担当424名中Ｄ評価を受けた従業員は11名であり、

その月額平均受注額は、いずれも45,000円を下回っており、そのうち申立人組合

の組合員はＸ３組合員及びＸ４組合員の２名であったこと、③Ｘ３組合員及びＸ

４組合員以外の28名の組合員はＤ評価以外の評価を受けたこと、④Ｘ３組合員の

月額平均受注額は41,471円（424名中417位）、Ｘ４組合員の月額平均受注額は5,763

円（424名中423位）であったこと、が認められる。 

次に、同年度下期においては、上記(１)イ(ア)及び(イ)並びにウ(ア)ないし(エ)

認定のとおり、①業績評価のうち、量的側面については受注額を基準とし、Ｄ評

価の基準額については月額平均受注額で42,000円とするという意識合わせが評価

者会議において行われたこと、②営業担当420名中Ｄ評価を受けた従業員は10名で

あり、そのうち組合員はＸ４組合員のみであったこと、③Ｘ４組合員以外のＸ３

組合員を含む29名の組合員はＤ評価以外の評価を受けたこと、④Ｘ４組合員の月

額平均受注額は1,681円（420名中418位）であったこと、が認められる。 

また、前記第２．２(２)ウ及びエ認定のとおり、３つの雇用形態の選択に対す

る組合の方針はいずれも選択しないことであること、及び両組合員が３つの雇用

形態のいずれも選択しなかったことが認められる。 

以上のことから、Ｄ評価を受けた営業担当者は11名であり、両組合員以外の９

名は組合員でないこと、組合の方針に従って３つの雇用形態のいずれも選択しな

かったと推測される他の組合員については業績評価がＤとはなっていないこと、

Ｘ３組合員及びＸ４組合員がＤ評価を受けた時期の月額平均受注額は、いずれも

Ｄ評価の基準として意識合わせした額を下回っており、下から２番目及び８番目

であること、Ｘ３組合員の同16年度下期における業績評価はＤ以外であったこと、

が認められる。また、従業員の業績評価は、上記(１)ア(ウ)認定によれば、量的
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側面、質的側面及び価値創造の側面の３項目を総合して決定されることが認めら

れるが、Ｘ３組合員及びＸ４組合員が質的側面及び価値創造の側面において量的

側面の低評価を挽回するに足る会社への貢献をしたという事実の疎明はない。こ

れらのことから、会社が両組合員の業績評価をＤとしたのは、組合員であるが故

に行われた不利益取扱いとはいえず、さらに両組合員が組合の方針どおり会社の

提示する３つの雇用形態のいずれも選択しなかったことに対する、見せしめ又は

報復であったとまで認めることはできない。 

なお、Ｘ３組合員について、組合は同14年度の団交において内勤作業を行うこ

とを会社に確認しており、本来外販活動を行う必要がなかったとも主張するが、

当該主張を認めるに足る疎明はなく、さらに前記第２．２(１)カ認定のとおり、

同組合員は同14年度以降も現に営業活動を行っており、営業担当者としての業績

評価が行われていること、同17年度夏期特別手当においては業績評価がＤ以外で

あったこと、また業績評価が行われていることについて、組合が会社に対し団交

で確認した内容に反するとの抗議等を行ったとの主張・疎明もないことなどから、

この点に関する組合の主張は採用できない。 

イ Ｘ２組合員に対する業績評価 

上記(１)エ及びオによれば、平成17年度夏期特別手当に関する評価の対象期間

である同16年度下期にＸ２組合員が所属していた大分支店営業部においては、業

績評価の基準として量的側面について、システムやネットワーク商品の受注額や、

Ｂフレッツ及びフレッツＡＤＳＬの販売額を基準とするという意識合わせが評価

者会議において行われたこと、21名中３名の従業員がＤ評価を受けたこと、３名

のうち組合員は同組合員のみであること、Ｄ評価を受けた３名の営業担当者のう

ち、同組合員ともう１名の営業担当者の当期における受注額はゼロであり、残る

１名はゼロの次に低い額であったこと、が認められる。 

また、従業員の業績評価は、上記(１)ア(ウ)認定のとおり、量的側面、質的側

面及び価値創造の側面の３項目を総合して決定されることが認められるため、量

的側面においてＤ評価の基準に該当しても、質的側面及び価値創造の側面におい

て会社への貢献度が高ければ必ずしも業績評価がＤになるとは限らないと考えら

れるものの、同組合員が質的側面及び価値創造の側面において量的側面の低評価

を挽回するに足る会社への貢献をしたという事実の疎明はない。 

これらのことからすると、Ｄ評価を受けた営業担当者の中には、組合員でない

者もいること及び同組合員の業績からみても、会社が同組合員の業績評価をＤと

したことは、同組合員が組合員であるが故に行われた不利益取扱いであるとはい

えない。 
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さらに、申立人らは、申立人組合員らのＤ評価は、組合の方針に従って、会社

の提示する３つの雇用形態のいずれも選択しなかったことに対する見せしめ又は

報復であると主張するが、同組合員については、前記第２．２(１)ク及び(２)エ

認定のとおり、同組合員自ら「60歳満了型」を選択していること、及び組合に加

入したのは平成17年２月18日であり、３つの雇用形態の選択を行った時期には組

合員ではなかったことから、申立人らの主張は採用できない。 

ウ 結論 

以上のとおり、申立人組合員らに対するＤ評価は、いずれも組合員であるが故

に行われた不利益取扱いとはいえず、会社の求める雇用形態を選択しなかったこ

とに対する見せしめ又は報復というような支配介入にも該当しないから、会社に

よる不当労働行為とはいえず、この点に係る申立人らの申立ては棄却する。 

３ 争点３（団交における組合員の業績評価に関する資料の提示及び説明についての被

申立人らの対応は、不誠実であるといえるか。）について 

（１）証拠及び審査の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

ア 16.12.7団交において、平成16年度年末特別手当に関する交渉が行われた。組合

は支給水準を上げるよう要求したが、会社は財務状況等に鑑み、要求に応じるこ

とができない旨回答し、平成16年12月10日に支給する旨述べた。組合は会社に対

し、Ｄ評価を受けた組合員の人数を尋ねたところ、会社は４名であると回答した。

また、組合がＤ評価の基準等について尋ねたところ、会社は、会社大阪支店から

評価基準については聞いておらず、評価者会議が開かれているかどうかも、この

場ではわからないと回答した。これに対し組合は、団交に備えて当然会社は準備

をしているものだと思っていたので不誠実に感じる旨述べた。 

  （甲50、申立人側平成18年３月24日付け求釈明回答、被申立人側平成18年３月

24日付け求釈明回答） 

イ 17.1.13団交において、平成16年度年末特別手当における業績評価に関して交渉

が行われた。会社は、①評価者会議が平成16年10月以降に２、３回開催された旨

述べるとともに、②会議において評価項目や評価基準について意識合わせが行わ

れ、量的側面、質的側面及び価値創造の側面の３項目を総合して評価すること及

び量的側面については月額平均受注額を基準とすることが決定され、組合員は４

名がＤ評価になった旨述べた。 

また、受注額の意識合わせはどのくらいかという組合からの質問に対し、会社

は、Ｂフレッツの受注増により平均値も上がっており、前回よりも水準が高くな

っている旨述べた。 

  （甲50、申立人側平成18年３月24日付け求釈明回答、被申立人側平成18年３月
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24日付け求釈明回答） 

ウ 17.2.15団交において、平成16年度年末特別手当について交渉が行われた。会社

は、会社大阪支店ではエリア毎に評価者会議を行い、電話等で連絡をとりあって、

意識合わせを行っている旨回答した。 

  （被申立人側平成18年３月24日付け求釈明回答） 

エ 17.6.20団交において、平成17年度夏期特別手当に関する交渉が行われた。組合

は会社に対し、夏期特別手当におけるＤ評価者の人数等について尋ねたところ、

会社はＤ評価を受けた組合員は２名であり、評価のない休職者が１名である旨述

べた。これに対し組合は、評価基準を明らかにせずＤ評価を出し続けることに抗

議し、Ｄ評価を撤回するよう求めた。 

  （甲50、申立人側平成18年３月24日付け求釈明回答、被申立人側平成18年３月

24日付け求釈明回答） 

オ 平成16年度年末特別手当及び同17年度夏期特別手当に係る団交及びそれ以前の

団交において、会社は、自らの評価結果について疑問等がある従業員は、まず直

属上長と面談を行ってもらいたい旨の説明を繰返し行い、従業員が直属上長の説

明に納得がいかない場合に備え、部門の総括課長や人事担当を相談窓口として設

けている旨述べたが、申立人組合員らは、直属上長との面談を行わなかった。 

（被申立人側平成18年２月10日付け準備書面） 

カ 平成17年10月、会社は従業員に対し、「業績評価分布率について」と題する文書

を配付した。それには、それぞれの評価段階における評価内容と分布率、チーム

業績の個人評価への反映、評価のプロセス、評価決定における一次評価・二次評

価・調整の位置付けについて記載されていた。 

  （甲57、当事者 Ｘ１ ） 

（２）団交における会社の対応の妥当性について、以下判断する。 

前記２(１)ア(ア)ないし(ウ)のとおり、会社は、特別手当の支給に先立ち、業績

評価と支給金額の関係について、平成13年４月に社員に配付した社員用説明冊子に

おいて、業績評価には３つの側面があること、業績評価は一次評価者、二次評価者

及び調整者による３段階の手順を経て行われること、業績評価はＡからＤまでの４

段階で行われることなどを開示しており、さらに、その後業績評価がＳＡからＤま

での５段階に変更された際も文書で通知しているのであるから、組合はこれら業績

評価に関する情報を得た上で団交に臨んでいたと考えられる。 

また、上記(１)認定のとおり、会社は、組合からの団交要求に応じ、平成16年度

年末特別手当については３回、同17年度夏期特別手当については１回の団交を行い、

要求項目について回答するとともに、評価基準の資料の要求及び評価者会議に関す
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る質問に対しては、資料は提供していないものの、上記の開示されている資料以上

に説明を行っていること、さらに業績評価は、量的側面、質的側面及び価値創造の

側面の３項目を総合して決定される旨などを述べ、自らの評価結果について疑問等

がある従業員は、まず直属上長と面談を行い、納得がいかない場合は部門の総括課

長や人事担当を相談窓口として設けていることを再三説明したものの、申立人組合

員らは直属上長との面談を行わなかったこと、が認められる。 

これらのことからすると、会社は、団交において、組合員のＤ評価の撤回及び業

績評価の理由の開示を要求する組合に対し、まず業績評価制度の内容について、開

示されている資料以上に説明を行った上で、業績評価の理由の開示については、個々

の組合員のＤ評価に至った理由等を具体的に説明していないものの、従業員には直

属上長との面談により自らの業績評価の理由について説明を受ける機会があり、組

合員は各職場で面談を受けて評価の理由を聞いてもらいたい旨を繰り返し説明して

いる。それにもかかわらず、組合は、組合員が各職場で評価理由を聞いた上で、な

お納得できない点を組合として会社に質すという手順を踏まずに、団交において会

社に直接開示要求しているが、各個人の業績評価については、直属上長等が直接説

明するのであるから、各職場での面談を先行するようにとの会社の主張にはそれな

りの合理性があり、これに会社が応じなかったからといって、団交における会社の

対応が不誠実であるとまではいえない。 

以上のとおり、平成16年度年末特別手当及び同17年度夏期特別手当の業績評価に

関する団交における会社の組合への対応は不誠実であったとはいえず、この点に係

る組合の申立ては棄却する。 

 

 以上の事実認定及び判断に基づき、当委員会は、労働組合法第27条の12並びに労働委員

会規則第33条及び第43条により、主文のとおり命令する。 

 

  平成19年３月２日 

                     大阪府労働委員会 

                        会長 若 林 正 伸   印 
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